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市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融

商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）につい

ては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっており

ます。

【連結注記表】

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ３社

・主要な連結子会社の名称 株式会社エイム、株式会社ライトストーン、株式会社グレープシステム

② 非連結子会社の状況

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記

① 連結の範囲の変更

当連結会計年度において、株式会社ライトストーン及び株式会社グレープシステムの株式を取得し、

子会社としたため、連結の範囲に含めております。

② 持分法の適用の範囲の変更

該当事項はありません。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結会計年度末日と一致しております。

(5) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

・その他有価証券

・棚卸資産

商品及び製品 移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下

げの方法により算定）

仕掛品 個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方

法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

・有形固定資産

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び建物附属設備　５～18年

工具、器具及び備品　　２～15年

車両運搬具　　　　　　　　６年

・無形固定資産

市場販売目的のソフトウエア

見積販売金額を基準として販売金額に応じた割合に基づく償却額と販売可能期間

（３年）に基づく定額償却額のいずれか多い金額をもって償却しております。

自社利用のソフトウエア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③ 重要な引当金の計上基準

イ.賞与引当金

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上しております。

ロ.役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づき支払予定額を計上しております。
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④ 退職給付に係る負債の計上基準

従業員の退職給付に備えるため、連結会計年度末日における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

⑤ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権及び外貨建金銭債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

⑥ のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５～６年間の定額法により償却を行っております。

⑦ 収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び収

益を認識する時点は以下のとおりであります。

イ．ソフトウェア使用許諾

　当社グループのソフトウェア製品を顧客に使用許諾して対価を得るもので、契約時一時金、ランニングロ

イヤルティ及びサブスクリプションに区分されます。

・契約時一時金

　ソフトウェアプロダクト事業及びソフトウェアディストリビューション事業において、ソフトウェア製品

のソースコード又はオブジェクトコードを顧客に使用許諾する対価として収受するものであります。

・ランニングロイヤルティ

　ソフトウェアプロダクト事業、ソフトウェアディストリビューション事業及びソフトウェアサービス事業

のソフトウェア製品を顧客が複製してデバイスに組み込んで販売する際に、複製本数に応じて収受する対価

であります。

・サブスクリプション

　ソフトウェアディストリビューション事業及びデータアナリティクス事業の取扱ソフトウェア製品につい

て、一定期間ごとに一定の対価（利用料）で顧客に提供するものであります。主に、品質向上支援ツールや

車載機器開発・テストツールといった開発ツール及び統計データ解析やグラフ作成といった科学技術系の製

品群をこの形態で提供しています。

　上記いずれの区分においても、ソフトウェア製品を顧客に使用許諾する業務を履行義務としており、顧客

が当該製品に対する支配を獲得した時点で収益を認識しております。

ロ．ソフトウェア受託開発

　ソフトウェアプロダクト事業、ソフトウェアディストリビューション事業において顧客の求めに応じて、

当社のソフトウェア製品を特定のプラットフォームに移植したり、カスタム対応をしたりする対価として収

受するものであります。その後のソフトウェア使用許諾などの売上高につなげるべく、当社製品の評価版の

提供としての位置付けで行うものであります。また、ソフトウェアサービス事業においては、顧客製品に係

るソフトウェア受託開発も行っております。

　ソフトウェア製品の移植やカスタマイズを履行義務としており、顧客が当該製品に対する支配を獲得した

時点で収益を認識しております。

ハ．サポート

　ソフトウェアプロダクト事業、ソフトウェアディストリビューション事業及びソフトウェアサービス事業

において、ソフトウェア製品を使用許諾した顧客に対する技術サポートへの対価として収受するものであり

ます。納品後一定期間に限って提供する初期サポートや年単位で開発工数を提供する年間サポートなどがあ

ります。

　技術サポートを履行義務としており、契約期間を履行義務の充足期間として均等に収益を認識しておりま

す。

　なお、上記いずれの取引においても、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重

要な金融要素は含まれておりません。

⑧ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

・グループ通算制度の適用

当社及び一部の連結子会社は、グループ通算制度を適用しております。

２. 会計上の見積りに関する注記

企業結合により発生したのれんの評価

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　のれん　442,418千円

うち、株式会社グレープシステムに関連するのれん　248,215千円
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有形固定資産の減価償却累計額 156,017千円

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 10,459,000株 －株 －株 10,459,000株

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

・算出方法

　当社は、当連結会計年度に取得した株式会社グレープシステムの超過収益力をのれんとして計上してお

り、のれんについては、当該のれんを含むより大きな単位で、減損の兆候の判定を行っております。当社

は、減損の兆候を把握するために、株式会社グレープシステムの事業計画の達成状況、翌連結会計年度以

降の事業計画における営業利益の水準を評価しております。減損の兆候があると判断した場合には、減損

損失の認識の判定を行っております。なお、株式会社グレープシステムに関連するのれんについては、取

得原価ののれんに配分された金額が相対的に多額であることから減損の兆候があると判断し、減損損失の

認識の要否について判定を行いました。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を上回る

ことから、減損損失は認識しておりません。

・主要な仮定

　割引前将来キャッシュ・フローは、取締役会で承認された事業計画に基づいており、事業計画の主要な

仮定は翌期以降の売上予測となっております。

・翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　当社グループの過去の経験と利用可能な情報に基づいて設定した仮定は将来の不確実性を伴うため、翌

連結会計年度において、割引前将来キャッシュ・フローが大幅に減少すると予測した場合には、減損損失

を計上する可能性があります。

３. 連結貸借対照表に関する注記

４. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

 発行済株式の種類及び総数に関する事項

５. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、必要に応じて短期的な運転資金

を銀行借入により調達する方針です。また、デリバティブは利用しておらず、投機的な取引は行いませ

ん。

②金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクにさらされており、外貨建の営業債権は、為替リスクにさ

らされております。

　投資有価証券は、取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式及び投資事業有限責任組合への出

資であり、それぞれ発行体の信用リスク及び価格の変動リスクにさらされております。

　差入保証金は、本社等の賃借に関するもので、貸主の信用リスクにさらされております。

　営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日です。また、未払金、未払法人税等、未払消費税等につ

いても、１年以内の支払期日です。短期借入金及び長期借入金は運転資金に係る資金調達を目的としてお

ります。

　買掛金や未払金、短期借入金、長期借入金、未払法人税等、未払消費税等は、流動性リスクにさらされ

ております。

③金融商品に係るリスク管理体制

・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、受注管理規程に従い、営業債権について取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うと

ともに、信用状況を把握しております。

　差入保証金については、信用リスクは僅少であると認識しております。

・市場リスク（価格の変動リスク）の管理

　当社グループは、投資有価証券について、定期的に発行体から財務状況、信用状況等を把握し、保有状

況を継続的に見直しております。また、外貨建の債権については、その金額が僅少であるためヘッジ等は

行っておりません。

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループは、月次に資金繰計画を作成するとともに、手許流動性の維持により流動性リスクを管理

しております。
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連結貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

① 投資有価証券

その他有価証券(*1)
254,183 254,183 －

② 差入保証金(*2) 137,517 122,864 △14,653

③ 長期借入金(*3) 124,549 122,376 △2,173

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式(*4) 20,152

投資事業有限責任組合への出資(*5) 47,541

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券
254,183 － － 254,183

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 122,864 － 122,864

長期借入金（*） － 122,376 － 122,376

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2024年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりでありま

す。なお、「現金」は注記を省略しており、「預金」、「受取手形及び売掛金」、「未収還付法人税

等」、「買掛金」、「短期借入金」「未払金」、「未払法人税等」ならびに「未払消費税等」は短期間で

決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（*1）市場価格のない株式等及び投資事業有限責任組合への出資は「①投資有価証券 その他有価証券」には含

まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（*2）１年内償還予定の差入保証金を含む。

（*3）１年内返済予定の長期借入金を含む。

（*4）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　

2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

（*5）投資事業有限責任組合への出資については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第31号　2021年６月17日）第24－16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（*）１年内返済予定の長期借入金を含む。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

－ 4 －



報告セグメント

調整額 合計ソフトウエ

アプロダク

ト

ソフトウエ

アディスト

リビューシ

ョン

ソフトウエ

アサービス

データアナ

リティクス
計

一時点で移転される財 651,830 1,076,194 580,197 883,414 3,191,635 － 3,191,635

一定の期間にわたり

移転される財
37,620 166,313 83,431 － 287,364 － 287,364

顧客との契約から

生じる収益
689,450 1,242,507 663,629 883,414 3,478,999 － 3,478,999

その他の収益 － － － － － － －

外部顧客への売上高 689,450 1,242,507 663,629 883,414 3,478,999 － 3,478,999

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 636,051 1,050,053

契約負債 95,239 148,770

(1) １株当たり純資産額 223円10銭

(2) １株当たり当期純利益 3円15銭

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル１の時価に分類しております。

差入保証金

これらの時価は、信用リスクが僅少であると認識しており、期間に基づく区分ごとに想定される

無リスク金利で割り引いた現在価値を算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価は、同様の新規借入を行った場合に想定される利率を基に、割引現在価値法に

より算定しており、レベル２の時価に分類しております。

６. 収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 当社グループの売上高は、顧客との契約から生じる収益であり、当社グループの報告セグメントを収益の認

識時期に分解した場合の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　収益を理解するための基礎となる情報は「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する

注記等 (5)会計方針に関する事項 ⑦収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報

①契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

当期に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は95,239千円であります。

②残存履行義務に配分した取引価格

当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略し

ております。

７. １株当たり情報に関する注記
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被合併企業の名称 株式会社エイム

事業の内容
組込みソフトウェア等各種ソフトウェアの設計、開発及びデータコンテンツのライ

センス販売等

資本金  42,000千円

純資産 247,521千円

総資産 315,834千円

売上高 337,165千円

当期純利益  61,340千円

取締役会決議 2024年５月21日

合併契約締結 2024年５月21日

合併契約承認株主総会
2024年６月27日（株式会社エイム定時株主総会）

2024年６月27日（当社定時株主総会）

合併期日（効力発生日） 2024年７月１日（予定）

吸収合併存続会社の名称 株式会社ユビキタスAI

事業の内容 製造業顧客が必要とするテクノロジー・サービスの提供

８．重要な後発事象に関する注記

（連結子会社との吸収合併）

　当社は、2024年５月21日開催の取締役会において、2024年６月27日に開催予定の当社定時株主総会において、

当社の100％子会社である株式会社エイムとの吸収合併契約の承認の件について付議することを決議いたしまし

た。

(1）取引の概要

①合併の目的

　2016年４月に連結子会社化した株式会社エイムとは、既に製品販売及び受託開発において連携をしてお

り、また、管理部門・エンジニアの出向・転籍等により人材交流が進んでおります。今後、これらの取組が

さらに多くなることが予測されるため、今後の事業展望等を検討した結果、単独で事業を行うより、当社と

合併した方がグループとしてメリットが大きいことから、吸収合併することといたしました。

②被合併企業の名称及びその事業の内容

③合併の日程

④合併方式

　当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社エイムは解散いたします。

⑤合併に係る割当の内容

　当社は、株式会社エイムの発行済株式の全てを所有しているため、合併に際し、株式の発行及び金銭等の

交付は行いません。

⑥吸収合併存続会社となる会社の概要

(2）実施する会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下

の取引として処理する予定であります。

　なお、完全子会社との合併であるため、当社の連結業績に与える影響はありません。
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　市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）

　市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。

【個別注記表】

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　　　　　 移動平均法による原価法

その他有価証券

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品

仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法に

より算定）

(3) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び建物附属設備　６～15年

工具、器具及び備品　　２～15年

無形固定資産

市場販売目的のソフトウエア

見積販売金額を基準として販売金額に応じた割合に基づく償却額と販売可能期間

（３年）に基づく定額償却額のいずれか多い金額をもって償却しております。

自社利用のソフトウエア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(4) 引当金の計上基準

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、事業年度末日における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

(5) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権及び外貨建金銭債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

(6) 収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する

時点は以下のとおりであります。

イ．ソフトウェア使用許諾

　当社のソフトウェア製品を顧客に使用許諾して対価を得るもので、契約時一時金、ランニングロイヤルテ

ィ及びサブスクリプションに区分されます。

・契約時一時金

　ソフトウェアプロダクト事業及びソフトウェアディストリビューション事業において、ソフトウェア製品

のソースコード又はオブジェクトコードを顧客に使用許諾する対価として収受するものであります。

・ランニングロイヤルティ

　顧客が当社のソフトウェア製品を複製してデバイスに組み込んで販売する際に、複製本数に応じて収受す

る対価であります。

・サブスクリプション

　ソフトウェアディストリビューション事業の取扱ソフトウェア製品について、一定期間ごとに一定の対価

（利用料）で顧客に提供するものであります。主に、品質向上支援ツールや車載機器開発・テストツールと

いった開発ツール系の製品群をこの形態で提供しています。

　上記いずれの区分においても、ソフトウェア製品を顧客に使用許諾する業務を履行義務としており、顧客

が当該製品に対する支配を獲得した時点で収益を認識しております。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 53,384千円

短期金銭債権

短期金銭債務

29,434

12,922

千円

千円

売上高 7,690千円

仕入高・外注費 31,538千円

販売費及び一般管理費 51,024千円

受取配当金 58,800千円

普通株式 117株

ロ．ソフトウェア受託開発

　当社において顧客の求めに応じて、当社のソフトウェア製品を特定のプラットフォームに移植したり、カ

スタム対応をしたりする対価として収受するものであります。その後のソフトウェア使用許諾などの売上高

につなげるべく、当社製品の評価版の提供としての位置付けで行うものであります。

　ソフトウェア製品の移植やカスタマイズを履行義務としており、顧客が当該製品に対する支配を獲得した

時点で収益を認識しております。

ハ．サポート

　当社において、ソフトウェア製品を使用許諾した顧客に対する技術サポートへの対価として収受するもの

であります。納品後一定期間に限って提供する初期サポートや年単位で開発工数を提供する年間サポートな

どがあります。

　技術サポートを履行義務としており、契約期間を履行義務の充足期間として均等に収益を認識しておりま

す。

　なお、上記いずれの取引においても、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重

要な金融要素は含まれておりません。

(7) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

・グループ通算制度の適用

当社は、グループ通算制度を適用しております。

２. 会計上の見積りに関する注記

関係会社株式の評価

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

　当社は、当事業年度において、株式会社ライトストーン及び株式会社グレープシステムの株式を取得

し、子会社としました。そのため、当事業年度において、関係会社株式として、株式会社ライトストーン

の株式739,304千円を計上、株式会社グレープシステムの株式143,240千円を計上しております。

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

・算出方法

　当社は、関係会社株式について、帳簿価額と1株当たり純資産額等を基礎に各社の超過収益力等を反映し

た実質価額を比較し、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したと認められる場合に

は、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、相当の減額をし、評価差額を関係会社株

式評価損として計上します。

　なお、各社の実質価額の著しい低下の判定のため、実質価額に含まれる超過収益力等の減少の有無を検

討し、実質価額の著しい低下が認められないことから減損処理は不要と判断しております。

・翌事業年度の計算書類に与える影響

　当社の過去の経験と利用可能な情報に基づいて設定した仮定は将来の不確実性を伴うため、翌事業年度

において、各社の売上予測が大幅に減少した場合には、関係会社株式評価損を計上する可能性がありま

す。

３. 貸借対照表に関する注記

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務

４. 損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

営業取引以外の取引高

５. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
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繰越欠損金 198,382千円

投資有価証券評価損 14,742

商品評価損 9,969

退職給付引当金 8,488

資産除去債務 4,258

未払事業税 3,675

減価償却費 1,986

その他 1,566

繰延税金資産小計 243,066

評価性引当額 △230,523

繰延税金資産合計 12,544

その他有価証券評価差額金 △60,608

その他 △3,922

繰延税金負債合計 △64,530

繰延税金負債の純額 △51,986

種 　 類
会 社 等 の
名 称

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者と
の 関 係

取 引 の
内 容

取 引 金 額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )

子会社
株式会社

エイム
所有直接100％ 役員の兼任

配当金

の受取
58,800 － －

(1) １株当たり純資産額 281円25銭

(2) １株当たり当期純利益 11円48銭

６. 税効果会計に関する注記

　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

７．関連当事者との取引に関する注記

（注）配当金の受取については、業績動向を勘案して、合理的に決定しております。

８．収益認識に関する注記

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関

する注記 (6)収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

９. １株当たり情報に関する注記

10．重要な後発事象に関する注記

　連結注記表「８．重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており

ます。

　なお、連結子会社との吸収合併においては、合併効力発生日において吸収合併消滅会社から受け入れる資

産及び負債の差額と、当社が所有する子会社株式の帳簿価格との差額を特別損失（抱合せ株式消滅差損）と

して計上する予定であります。
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